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Ⅵ  今後の課題  

感染症分野では、新興・再興感染症の出現や重大な感染症発生の脅威な

ど、直面する複雑な課題への対応が求められている。令和 2 年 1 月に始

まった新型コロナウイルス対応であるが、令和 3 年度も情報センターと

して、更に需要の増した詳細な患者情報及び病原体検査情報を収集し、統

合的な分析提供を継続的に行ってきた。  

参事兼所長の県庁常駐と、県庁の調整本部に隣接した情報センターの

サテライトでの感染症疫学情報担当職員の常駐派遣も継続している。令

和 3 年 10 月からはサテライト常駐は 2 名体制とし、本所との連携の下に

患者年代・感染原因・致死率にウイルス変異株・ワクチン接種等の情報も

加え、流行時期に合わせた分析を行ってきた。また、検査においては緊急

対応の PCR 検査に加え、変異株スクリーニング検査を適宜実施し、NGS

を活用したウイルスの全ゲノム解析は更に積極的に実施して、県内の流

行状況とウイルス変異状況の把握を行ってきた。これらの情報は、埼玉県

基幹感染症情報センターとして県内流行状況を把握し、知事が主宰する

埼玉県新型感染症専門家会議に討議資料として毎回提出するとともに、

感染症情報センターHP においても広く県民に情報提供を行ってきた。こ

の業務は、検査はウイルス担当、情報解析発信は感染症疫学担当が専門的

業務として担い、業務量の増大に伴い、所内職員の応援、派遣職員等によ

る業務補完を受けながら継続して行ってきた。  

本来、衛生研究所は、衛生行政における科学的、技術的中核機関として、

感染症をはじめとする危機管理機能の充実強化と向上を目指していく必

要があり、今まで培われた専門能力を施策に生かす実践性が問われてい

るのが新型コロナウイルス対策とも言える。  

令和 4 年度は新型コロナウイルス対策の継続と並行して、衛生研究所

の機能強化の法的整備も検討されている。特に流行状況の変化に応じた、

行政機関と連携した患者・病原体情報の詳細分析などの対策立案評価に

資するサーベイランス機能について、埼玉県感染症情報センターの活動

として厚生労働科学研究班でも報告している。  

機能強化に対応するためには、微生物学や疫学等の専門知識と関係機

関等との調整能力を持つ人材育成が必要である。平時から専門性の研鑽

と合理的な機器の整備充実も必要不可欠と考えられる。健康危機発生時

には、様々なネットワークや経験が生きるため、国立感染症研究所や他の

衛生研究所等との専門的連携も一層強めていくべきである。  

  


